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第５号議案

件 名 教育職員の業務量の適切な管理等に関する規則の制定について

提案理由等 義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置に関す

る条例の一部改正を踏まえ、規則の整備を行うものである。



－２－ 

 

教育職員の業務量の適切な管理等に関する規則案要綱 

令和３(2021)年３月 25 日 教育委員会事務局高校教育課 

 

１ 制定の趣旨 

 義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置に関する条例（以下、「給特条

例」という。）の一部改正を踏まえ、規則の整備を行うものである。 

 

２ 規則案の内容 

 （１）令和元（2019）年 12 月の給特法改正に伴い、給特条例が改正されることになる。

本規則は、改正後の給特条例に基づき、時間外在校等時間の上限等に関する方針を

定めるものである。 

 

 （２）国の指針を踏まえ、主に以下の内容を規定するものである。 

   ① 上限の範囲 

    ・月 45 時間 年 360 時間（特別な場合 月 100 時間未満、年 720 時間） 

   ② その他の事項 

    ・その他必要な事項は、教育委員会が定める。 

 

３ 施行期日 

 令和３(2021)年４月１日 
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